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 みんなが笑顔でつながる・  

ぬくもりと輝きのまち調布  

〔本概要について〕  

１  数値については，各項目について百万円単位，

表示単位未満四捨五入を基本としていますので，

合計値が合わない場合があります。  

また，百万円未満の数値や百万円単位では十分

な表現ができない項目，内容については，小数点

表示または千円単位で表示しています。  

２  基本計画事業の実績等については，「令和元年

度決算に係る主要な施策の成果に関する説明書」

を御参照ください。  

財政用語の解説  

 



 

 

Ⅰ 決算概要（一般会計）  

 
令和元年度は，令和4年度までを計画期間とする後期基本計画の初年度として，基本計画

における５つの重点プロジェクトをはじめとする諸施策の着実な推進を図るとともに，市
民生活支援等に継続的に取り組みました。また，年度途中における追加財政需要や過不足
調整，前年度繰越金活用計画に基づく基金積立てなど，計5回の補正により， 
53億1000万円余を追加しました。 

前年度からの繰越事業費繰越額である14億4000万円余を合計した最終予算額では， 
985億6000万円余と，前年度と比較して21億2000万円余の増となりました。 

歳入歳出決算については，過去最高額となり，歳入総額は，977億7000万円余で， 
前年度と比較して，11億9000万円余（1.2％）の増となりました。 

歳入の特徴点としては，歳入の根幹である市税収入において，一部法人の事業年度変更
に伴う納付時期の変更等による法人市民税の増などにより，市税総体で42億5000万円余
の増となりました。 

一方，歳出総額は，942億9000万円余で，前年度と比較して，23億2000万円余 
（2.5％）の増となりました。主な特徴点としては，調布駅前広場の用地取得費の減や新ク
リーンセンター建設工事費の皆減などがありましたが，財政調整基金積立金や庁舎免震改
修事業費が増となったほか，社会保障関係経費が引き続き増となりました。 

歳入歳出差引額（形式収支）は34億7000万円余，翌年度への繰越額4億6000万円余
を除く実質収支は30億1000万円余となりました。前年度の実質収支額との比較である単
年度収支は8億1000万円余のマイナス，財政調整基金の積立額と取崩額を加味した実質単
年度収支は市税の増収分を財政調整基金に積み立てたことなどから，5億2000万円余のプ
ラスとなり，2年ぶりのプラスとなりました。 

 
 
 

 

 
〈５つの重点プロジェクト〉      

 

 

 

 

 

 

 
 
〈２つのアクション〉 
 
〈２つの基本的な考え方〉  

 

 

  

 

  

基 本 構 想『みんなが笑顔でつながる・ぬくもりと輝きのまち調布』 
平成24年６月議決 

平成25～令和4年度 

 

平成31年3月公表 

令和元～4年度 

 

後 期 基 本 計 画 

行革プラン 201９ 

市政の経営方針・予算編成方針 

「にぎわいと交流のある活気に満ちたまち」を 
つくるプロジェクト 

①駅前広場の整備 ②鉄道敷地の整備 ③「映画のまち調布」の推進 

④道路網計画に基づく計画的な道路ネットワークの形成 など  

令和元年度 施策・予算 

持続可能な市政経営 参加と協働のまちづくり 

○ 一般会計５回の補正 

○ 市民生活支援等の継続的取組 

○ 財政規律ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの進行管理 

公共建築物維持保全計画 

 

「防災・防犯の面で安全・安心に暮らせる

まち」をつくるプロジェクト 

①防災備蓄品の確保・充実 

②命の教育活動の推進 

③消防団の対応能力の向上 

④特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業 など 

平成30年度策定 

期間：令和元～4年度 

 

調布のまちの魅力発信 横断的連携による施策の推進 

「子ども・若者の健やかな成長・自立

を支援し，子育てしやすいまち」を 

つくるプロジェクト 

①待機児童対策の推進  

②子ども・若者への支援  

③小・中学校施設の整備 など 

②市内全域の安全安心ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施 

③危機管理体制の整備など 

 

 

「高齢者・障害者にやさしいだれもが

安心して住み続けられるまち」を 

つくるプロジェクト 

①地域包括支援センターの充実 

②障害者の就労支援 

③福祉人材育成事業の推進 など 

「人と自然が共生するうるおいのあるまち」を 
つくるプロジェクト 

①公園・緑地，崖線樹林地の保全 ②都市農地の保全・活用 

③深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用 など 

②公園・緑地等の整備 

③深大寺地区におけるまちづくりの推進 など 

 
 



 

１ 令和元年度一般会計決算の状況 （単位：百万円，％）  

97,771 96,577 1,194 1.2

収 入 率 99.2 100.1 ― ▲ 0.9

94,293 91,971 2,322 2.5

執 行 率 95.7 95.4 ― 0.3

3,478 4,606 ▲ 1,128 ▲ 24.5

466 781 ▲ 315 ▲ 40.3

3,012 3,825 ▲ 813 ▲ 21.3

▲ 813 ▲ 156 ▲ 657 ―

526 ▲ 2,256 2,782 ―

増減率

歳 入 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

元年度 30年度区　　　分

歳 出 決 算 額

実 質 単 年 度 収 支

増減額

繰 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

（参考）全会計決算の状況（単位：百万円） 

一般会計 国民健康保険 用地 下水道 介護 後期高齢 全会計合計

97,771 20,706 1,114 3,234 16,281 5,211 144,318

94,293 20,612 1,114 2,882 15,947 5,203 140,051

3,478 94 0 353 334 8 4,267

466 0 0 85 0 0 551

3,012 94 0 268 334 8 3,716

※表示単位未満四捨五入をしています。総額が百万円以下の場合は，小数点を表示しています。

繰越すべき財源

実  質  収  支

区　　　分

歳 出 決 算 額

歳 入 決 算 額

歳入歳出差引額

 

２ 一般会計決算の推移（単位：百万円，％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）収入率：最終予算額に対する収入額の割合。 

（参考）執行率：最終予算額に対する支出額の割合。 

（参考）実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩し額 
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一般会計決算の推移

歳 入 歳 出 実質収支

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

80,956 79,765 79,285 80,899 88,258 92,644 91,116 92,689 96,577 97,771

増 減 率 ▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 0.6 2.0 9.1 5.0 ▲ 1.6 1.7 4.2 1.2

99.4 98.9 98.3 101.9 102.9 100.8 99.1 100.2 100.1 99.2

77,896 77,623 77,163 76,222 82,330 86,839 87,158 88,211 91,971 94,293

増 減 率 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 1.2 8.0 5.5 0.4 1.2 4.3 2.5

95.7 96.2 95.7 96.0 96.0 94.5 94.8 95.3 95.4 95.7

3,059 2,143 2,122 4,677 5,928 5,804 3,958 4,477 4,606 3,478

283 143 214 270 317 383 486 496 781 466

2,776 2,000 1,908 4,407 5,611 5,421 3,473 3,981 3,825 3,012

▲ 1,008 ▲ 776 ▲ 92 2,499 1,204 ▲ 190 ▲ 1,949 508 ▲ 156 ▲ 813

▲ 1,002 ▲ 780 ▲ 748 2,091 2,304 700 ▲ 2,101 1,076 ▲ 2,256 526実質単年度収支

実 質 収 支

単 年 度 収 支

区　分

歳 入

歳 出

歳 入 歳 出 差 引

繰 越 財 源

（参考）収入率

（参考）執行率



Ⅱ 当初予算以後（一般会計） 

 

 

 

 

 

１ 当初予算（平成31年3月1日提出，3月26日議決） 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度一般会計は，918億1000万円でスタートし，以後，年度途中の追加財政需要，

事業の進捗状況による過不足調整，前年度繰越金活用計画に基づく基金積立て，繰越明許費，

債務負担行為の変更等，合計5回の補正予算を編成し，補正総額としては53億1000万円余，

これに前年度からの繰越事業費繰越額14億4000万円余を加えた令和元年度の最終予算額は，

985億6000万円余となりました。※前年度と比較して21億2000万円余の増となりました。 

令和元年度当初予算は，歳入では，根幹となる市税において，一部法人の事業年度変更に伴い

納付時期が変更となったことによる法人市民税の増や納税義務者の増などによる個人市民税の増

のほか，固定資産税の増などを見込み，市税総体としては増を見込みました。また，各種譲与税・

交付金では，地方消費税率の引き上げによる地方消費税交付金の増などにより，総体で増を見込

みました。歳出では，後期基本計画の初年度として，各施策，事業を効果的に推進するとともに，

市民の安全・安心の確保と市民生活支援への継続的な取組など，現行市民サービス水準の維持を

目指し，財源の重点配分を行いました。 

（単位：百万円，％）

  区    分 元年度 30年度 増減額 構成比 増減率

歳　 入 91,810 92,540 ▲ 730 100.0 ▲ 0.8

5 市 税 46,778 45,208 1,570 51.0 3.5
10 地 方 譲 与 税 338 345 ▲ 7 0.4 ▲ 2.1
15 利 子 割 交 付 金 100 82 18 0.1 22.0
16 配 当 割 交 付 金 346 346 0 0.4 0.0
17 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付金 320 300 20 0.3 6.7
18 地 方 消 費 税 交 付 金 4,310 3,963 347 4.7 8.8
20 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9 8 1 0.0 14.6
30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 108 192 ▲ 84 0.1 ▲ 43.8
31 環 境 性 能 割 交 付 金 39 0 39 0.0 皆増
33 地 方 特 例 交 付 金 249 189 60 0.3 31.7
35 地 方 交 付 税 60 62 ▲ 2 0.1 ▲ 3.2
40 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付金 24 27 ▲ 3 0.0 ▲ 11.1
45 分 担 金 及 び 負 担 金 2,443 2,403 40 2.7 1.7
50 使 用 料 及 び 手 数 料 2,499 2,445 54 2.7 2.2
55 国 庫 支 出 金 14,160 14,765 ▲ 605 15.4 ▲ 4.1
60 都 支 出 金 12,768 12,355 413 13.9 3.3
65 財 産 収 入 115 141 ▲ 26 0.1 ▲ 18.3
70 寄 附 金 0.002 0.002 0 0.0 0.0
75 繰 入 金 2,437 2,971 ▲ 534 2.7 ▲ 18.0
80 繰 越 金 500 500 0 0.5 0.0
85 諸 収 入 577 707 ▲ 131 0.6 ▲ 18.5
90 市 債 3,630 5,530 ▲ 1,900 4.0 ▲ 34.4

  区    分 元年度 30年度 増減額 構成比 増減率

歳　  出 91,810 92,540 ▲ 730 100.0 ▲ 0.8

5 議 会 費 511 495 16 0.6 3.2
10 総 務 費 11,835 9,317 2,518 12.9 27.0
15 民 生 費 47,005 46,004 1,001 51.2 2.2
20 衛 生 費 5,534 6,718 ▲ 1,184 6.0 ▲ 17.6
25 労 働 費 53 47 6 0.1 13.7
30 農 業 費 116 137 ▲ 21 0.1 ▲ 15.6
35 商 工 費 456 359 97 0.5 26.9
40 土 木 費 10,617 13,135 ▲ 2,518 11.6 ▲ 19.2
45 消 防 費 2,835 2,909 ▲ 74 3.1 ▲ 2.5
50 教 育 費 9,320 9,723 ▲ 404 10.1 ▲ 4.2
60 公 債 費 3,428 3,595 ▲ 167 3.7 ▲ 4.6
65 諸 支 出 金 0.163 0.163 0 0.0 0.0
90 予 備 費 100 100 0 0.1 0.0

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。



２ 補正予算第１号（令和元年6月14日提出，7月3日議決） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補正予算第１号は歳入歳出予算の補正で構成し，消費税率の引上げに伴う国の景気対策の一つ

として実施したプレミアム付商品券事業や幼児教育・保育無償化に伴う対応，クリーンセンター

跡地活用事業に伴う用地取得などに要する経費を補正しました。その財源としては，地方特例交

付金，分担金及び負担金，国・都支出金，繰入金，諸収入で構成しました。 

第 1 号補正予算の歳入歳出補正予算額は，14 億 7000 万円余を追加しました。 

 

（単位：百万円，％）

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　入 1,471 93,281 100.0 91,810 1,471

33 地 方 特 例 交 付 金 180 429 0.5 249 180

45 分 担 金 及 び 負 担 金 ▲ 303 2,140 2.3 2,443 ▲ 303

55 国 庫 支 出 金 703 14,863 15.9 14,160 703

60 都 支 出 金 160 12,928 13.9 12,768 160

75 繰 入 金 72 2,508 2.7 2,437 72

85 諸 収 入 660 1,237 1.3 577 660

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　出 1,471 93,281 100.0 91,810 1,471

10 総 務 費 330 12,165 13.0 11,835 330

15 民 生 費 ▲ 13 46,992 50.4 47,005 ▲ 13

20 衛 生 費 ▲ 72 5,463 5.9 5,534 ▲ 72

35 商 工 費 892 1,348 1.4 456 892

50 教 育 費 334 9,654 10.3 9,320 334

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

区             分



３ 補正予算第２号（令和元年9月3日提出，9月20日議決）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補正予算第２号は，歳入歳出予算の補正で構成し，前年度繰越金活用計画に基づく財政基盤

の強化（各種基金積立金）のほか，基地跡地運動広場公衆トイレの改修など２０２０年に向け

た調布市アクション＆レガシープランの推進，都補助金を活用した地域密着型サービス整備費，

マイナンバーカードの取得促進，樹木の老朽化対応，その他不足額等を補正しました。その財

源としては，歳出と連動した国・都支出金，寄附金，繰入金，繰越金で構成しました。 

第２号補正予算の歳入歳出補正予算額は，22 億 2000 万円余を追加しました。 

（単位：百万円，％）

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　入 2,222 95,504 100.0 91,810 3,694

55 国 庫 支 出 金 8 14,870 15.6 14,160 710

60 都 支 出 金 156 13,084 13.7 12,768 316

70 寄 附 金 2 2 0.0 0.002 2

75 繰 入 金 217 2,726 2.9 2,437 289

80 繰 越 金 1,838 2,338 2.4 500 1,838

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　出 2,222 95,504 100.0 91,810 3,694

10 総 務 費 1,417 13,582 14.2 11,835 1,747

15 民 生 費 134 47,126 49.3 47,005 121

20 衛 生 費 8 5,471 5.7 5,534 ▲ 63

40 土 木 費 605 11,222 11.8 10,617 605

50 教 育 費 59 9,712 10.2 9,320 393

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

区             分



４ 補正予算第３号（令和元年11月29日提出，11月29日議決） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 債務負担行為の補正として                    （単位：百万円） 

 事 業 名 補  正  前 補  正  後 

市庁舎免震改修事業（追加分） 

改修工事 
－ 50 

 

※ 市債の補正として                             （単位：百万円） 

 事 業 名 補  正  前 補  正  後 

災 害 援 護 資 金 貸 付 事 業 － 55 

市 庁 舎 整 備 事 業 791 836 

計 3,630 3,730 

 

  

補正予算第３号は，歳入歳出予算，債務負担行為及び地方債の補正で構成しています。 

歳入歳出予算補正の歳出では，台風１９号被災者に対する災害援護資金の貸付金及び市庁舎

免震改修工事の追加工事対応に要する経費を補正しました。その財源としては，繰越金及び市

債で構成しました。 

債務負担行為補正では，市庁舎免震改修工事の追加工事を新たに設定し，また，地方債補正

では，災害援護資金貸付事業の追加と市庁舎免震改修工事の追加工事に伴う借入限度額の変更

を行いました。 

第３号補正予算の歳入歳出補正予算額は，1 億円余を追加しました。 

（単位：百万円，％）

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　入 105 95,609 100.0 91,810 3,799

80 繰 越 金 5 2,343 2.5 500 1,843

90 市 債 100 3,730 3.9 3,630 100

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　出 105 95,609 100.0 91,810 3,799

10 総 務 費 50 13,632 14.3 11,835 1,797

45 消 防 費 55 2,890 3.0 2,835 55

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

区             分



５ 補正予算第４号（令和元年11月29日提出，12月18日議決） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 繰越明許費の補正として                     （単位：百万円） 

款 項 事業名 金額 

45 消防費 5 消防費 被災者生活再建支援金 156 

 

  

補正予算第４号は，歳入歳出予算及び繰越明許費の補正で構成しています。 

歳入歳出予算補正の歳出では，被災者生活再建支援金をはじめとした台風１９号に伴う各種

災害対応経費，児童・園児の通学路等における交通安全対策推進のための施設修理委託料，予

備費の増額及びその他不足額などを補正しました。その財源としては，歳出と連動した国・都

支出金，寄附金，繰越金で構成しました。 

また，繰越明許費では，被災者生活再建支援金を設定しました。 

第４号補正予算の歳入歳出補正予算額は，5 億 3000 万円余を追加しました。 

（単位：百万円，％）

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　入 536 96,145 100.0 91,810 4,335

55 国 庫 支 出 金 2 14,873 15.5 14,160 712

60 都 支 出 金 78 13,162 13.7 12,768 394

70 寄 附 金 68 70 0.1 0.002 70

80 繰 越 金 388 2,732 2.8 500 2,232

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　出 536 96,145 100.0 91,810 4,335

5 議 会 費 1 512 0.5 511 1

10 総 務 費 44 13,676 14.2 11,835 1,841

15 民 生 費 58 47,184 49.1 47,005 179

20 衛 生 費 ▲ 9 5,462 5.7 5,534 ▲ 72

25 労 働 費 4 57 0.1 53 4

30 農 業 費 2 118 0.1 116 2

35 商 工 費 52 1,399 1.5 456 943

40 土 木 費 122 11,344 11.8 10,617 727

45 消 防 費 156 3,046 3.2 2,835 211

50 教 育 費 7 9,719 10.1 9,320 400

90 予 備 費 100 200 0.2 100 100

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

区             分



６ 補正予算第５号（令和2年2月28日提出，3月4日議決） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補正予算第 5 号は，歳入歳出予算，繰越明許費及び地方債の補正で構成しています。 

歳入歳出予算補正の歳出では，市内業者の受注機会確保につなげる公共工事の前倒し発注の

ほか，台風第１９号対応とその他追加財政需要として，下水道事業特別会計における浸水対策

用備品の購入費，防火貯水槽の補修・撤去工事費などを補正しました。また，年度末を見据え

た過不足額の調整，契約差金等の不用見込額の減額精査分，各種基金積立て，国・都支出金の

過年度清算返還金などを補正しました。一方，歳入では，法人市民税の増のほか，地方消費税

交付金の減，歳出と連動した国・都支出金等の特定財源の調整のほか，年度末における市債の

精査などの内容を補正しました。 

繰越明許費では，公共工事前倒し対応を含む 22 事業を設定しました。また，地方債補正で

は，契約額や国・都支出金の確定，事業の繰越などに伴う合計 8 事業の借入限度額の変更を

行いました。 

第５号補正予算の歳入歳出補正予算額は，9 億 7000 万円余を追加しました。 

（単位：百万円，％）

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　入 978 97,123 100.0 91,810 5,313

5 市 税 800 47,578 49.0 46,778 800

18 地 方 消 費 税 交 付 金 ▲ 300 4,010 4.1 4,310 ▲ 300

55 国 庫 支 出 金 ▲ 20 14,853 15.3 14,160 692

60 都 支 出 金 ▲ 220 12,942 13.3 12,768 174

65 財 産 収 入 52 167 0.2 115 52

70 寄 附 金 15 86 0.1 0.002 86

75 繰 入 金 ▲ 37 2,689 2.8 2,437 252

80 繰 越 金 1,094 3,825 3.9 500 3,325

90 市 債 ▲ 405 3,325 3.4 3,630 ▲ 305

補正額 補正後の額 構成比 当初予算額 増減額

歳　　出 978 97,123 100.0 91,810 5,313

10 総 務 費 127 13,803 14.2 11,835 1,968

15 民 生 費 1,464 48,648 50.1 47,005 1,642

20 衛 生 費 ▲ 115 5,347 5.5 5,534 ▲ 187

40 土 木 費 ▲ 566 10,778 11.1 10,617 161

45 消 防 費 38 3,084 3.2 2,835 249

50 教 育 費 31 9,750 10.0 9,320 430

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

区             分



※ 繰越明許費の補正として                     （単位：百万円） 

款 項 事業名 金額 

10 総務費 5 総務管理費 市庁舎設備改修事業費 6 

35 生活文化費 ふれあいの家施設改修事業費 11 

15 民生費 5 社会福祉費 高齢者在宅サービスセンター施設改修事業費 59 

10 児童福祉費 保育園施設改修事業費 52 

児童館施設改修事業費 38 

40 土木費 10 道路橋りょう費 市道東110号線整備事業費 12 

市道西123号線補償費 2 

市道東145号線整備事業費 50 

市道北114号線等整備事業費 25 

主要市道12号線整備事業費 77 

飛田給駅公共通路設備改修事業費 4 

15 都市計画費 市街地再開発事業関連道路補償費 36 

都市計画道路3・4・21号線補償費 3 

都市計画道路3・4・26号線補償費 61 

都市計画道路3・4・28号線整備事業費 47 

鉄道敷地公園整備事業費 31 

鉄道敷地公園防犯設備整備事業費 4 

45 消防費 5 消防費 消防団機械器具置場改修事業費 13 

防火貯水槽改修事業費 7 

防火貯水槽撤去事業費 18 

50 教育費 10 小学校費 小学校設備移設事業費 12 

25 社会教育費 図書館施設改修事業費 12 

 

※ 市債の補正として                             （単位：百万円） 

 事 業 名 補  正  前 補  正  後 

市 庁 舎 整 備 事 業 836 823 

都 市 計 画 道 路 整 備 事 業 363 193 

市 街 地 再 開 発 事 業 79 68 

生 活 道 路 等 整 備 事 業 109 80 

区 画 道 路 等 整 備 事 業 39 0 

鉄 道 敷 地 等 整 備 事 業 147 143 

消 防 施 設 整 備 事 業 225 190 

小 ・ 中 学 校 校 舎 等 整 備 事 業 1,110 1,006 

計 3,730 3,325 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 最終予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）令和元年度決算における収入率・執行率  

収入率 99.20％（収入済額／最終予算額）※30年度100.14%・執行率 95.67％（支出済額／最終予算額）※30年度95.37% 

他団体事例 

区分 調布市 立川市 府中市 三鷹市 町田市 小平市 日野市 西東京市 

収入率 99.2％ 97.3％ 99.4％ 96.3％ 96.3％ 99.9％ 100.3％ 97.8％ 

執行率 95.7％ 91.2％ 97.1％ 94.7％ 93.2％ 96.7％ 97.7％ 95.9％ 

 

令和元年度の一般会計最終予算額は，当初予算に合計 5 回の補正予算総額 

53 億 1000 万円余と前年度からの繰越事業費繰越額 14 億 4000 万円余を加えた結果，予算

規模としては，985 億 6000 万円余となり，前年度と比較して 21 億 2000 万円余の増とな

りました。 

（単位：百万円，％）

当初予算額 補正予算額 繰越財源額 構成比

歳　　入 91,810 5,313 1,440 100.0

5 市 税 46,778 800 48.3

10 地 方 譲 与 税 338 0.3

15 利 子 割 交 付 金 100 0.1

16 配 当 割 交 付 金 346 0.3

17 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 320 0.3

18 地 方 消 費 税 交 付 金 4,310 ▲ 300 4.1

20 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 9 0.0

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 108 0.1

31 環 境 性 能 割 交 付 金 39 0.0

33 地 方 特 例 交 付 金 249 180 0.4

35 地 方 交 付 税 60 0.1

40 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 24 0.0

45 分 担 金 及 び 負 担 金 2,443 ▲ 303 2.2

50 使 用 料 及 び 手 数 料 2,499 2.5

55 国 庫 支 出 金 14,160 692 214 15.3

60 都 支 出 金 12,768 174 339 13.5

65 財 産 収 入 115 52 0.2

70 寄 附 金 0.002 86 3 0.1

75 繰 入 金 2,437 252 328 3.1

80 繰 越 金 500 3,325 450 4.3

85 諸 収 入 577 660 1.3

90 市 債 3,630 ▲ 305 107 3.5

当初予算額 補正予算額 繰越財源額 予備費充用 最終予算額 構成比

歳　　出 91,810 5,313 1,440 0 98,563 100.0

5 議 会 費 511 1 512 0.5

10 総 務 費 11,835 1,968 92 13,895 14.1

15 民 生 費 47,005 1,642 146 48,794 49.5

20 衛 生 費 5,534 ▲ 187 28 5,376 5.4

25 労 働 費 53 4 57 0.1

30 農 業 費 116 2 7 125 0.1

35 商 工 費 456 943 10 1,409 1.4

40 土 木 費 10,617 161 1,019 8 11,806 12.0

45 消 防 費 2,835 249 22 23 3,128 3.2

50 教 育 費 9,320 430 154 56 9,959 10.1

60 公 債 費 3,428 3,428 3.5

65 諸 支 出 金 0.163 0.163 0.0

90 予 備 費 100 100 ▲ 125 75 0.1

※表示単位未満四捨五入しています。百万円未満の場合は小数点表示しています。

区             分

346

320

24

2,140

2,499

39

区             分

最終予算額

98,563

47,578

338

100

4,010

108

429

60

1,237

3,432

167

88

3,016

4,276

9

15,066

13,282



  

Ⅲ 執行管理（一般会計等）   

 

令和元年度予算の執行に当たり，市の財政状況について全職員で共通認識を図った上で，

景気の悪化が危惧される状況に伴う市民生活への影響や主要な一般財源の減収も懸念される

ことを踏まえ，収入確保と経費縮減に努めるよう，全庁職員に方針を示しました。 

この方針に基づき，予算化された事務事業のより効果的・効率的な執行に努め，また，支

出内容や必要性等を判断し，最小限の予備費の充用や既定予算の流用を行いました。 

 

１ 執行方針概要 

① 全般的事項 

・ 市の財政状況について全職員で共通認識を持ち，コスト意識を強く持って，予算執行に努め

ること。 

・ 契約事務及び会計事務に当たっては，適正かつ効率的な事務の執行を図ること。また，過去

の不適正な会計事務処理を教訓とし，監査委員からの指摘事項を踏まえ，その抜本的な改善

方策を講ずること。議会及び市民からの意見についても適切な改善方策を講ずること。 

・ まちの将来像実現に向けて掲げた３つの基本姿勢を具現化するための取組である「行革プラ

ン2019」の着実な推進を図ること。 

・ 地域経済や市民生活の動向を踏まえ，市民生活支援等の継続的取組に適時・適切に対応する

とともに，委託契約や直接雇用等で市民雇用の促進を図ること。 

② 歳入に関する事項 

・ 市税等は，収納率の向上に努め，不納欠損等に繋がる収入未済額の縮減を図ること。また，

債権全般にわたり，統一ルールに基づき，積極的な債権管理の推進を図ること。 

・ 国・都支出金は，補助対象となる事業等の進捗を適切に管理し，着実な遂行を図るとともに

予算額の確保に努めること。 

・ 補助金等を見込んでいない事業についても，活用の可能性を検討し歳入の確保に努めること。 

③ 歳出に関する事項 

・ 委託料については，事務事業の目的を効率的かつ効果的に達成するため，常に委託仕様や契

約方法の見直し，委託事務の必要性を再検証すること。 

・ 公共施設整備及び公共建築物の維持保全に当たっては，計画的な事業の進捗を図ること。 
 

２ 予備費充用1・歳出予算の流用2（単位：件，千円） 

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

5 議 会 費 1 932 3 211

10 総 務 費 11 15,906 57 22,013 75 25,293

15 民 生 費 1 13,672 72 61,775 52 38,108

20 衛 生 費 7 28,212 26 10,435 21 6,990

25 労 働 費 1 24

30 農 業 費 1 1,770 4 1,251 8 203

35 商 工 費 5 9,730 3 6,601 9 1,269

40 土 木 費 6 8,475 41 31,734 29 29,424

45 消 防 費 7 22,738 1 261 8 15,519 8 11,905

50 教 育 費 9 55,783 59 48,499 49 58,989

60 公 債 費
65 諸 支 出 金

34 124,939 14 31,609 272 198,783 254 172,392

※表示単位未満四捨五入をしています。

合  計

令和元年度 平成30年度

歳出予算の流用予備費充用

令和元年度 平成30年度区　　分

 

                         
1 予備費の充用：使途を特定しない経費で，不測の事態等における予算外の支出又は予算超過の支出に充てます。ただし，法令

上等の制限があります（自治法 217 条）。 
2 歳出予算の流用：予算成立後の事情により，予算の効率的使用の観点から，余剰を生ずる見込みの予算を不足する予算に融通

すること（自治法 220 条）。各款相互の流用は禁じられていますが，項については予算の定めるところによります。なお，目節

については，予算事務規則で定めています。 



 

 令和２年度における前年度繰越金1活用計画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 繰越金とは･･･Ｎ－１年度からＮ年度に繰り越した金額であり，決算上の純剰余金である純繰越金（次年度の補正財源）と前年度か

ら繰り越された歳出予算の財源に充てるべき繰越金（繰越事業充当の財源）に区分されます。 

令和元年度の市税収入は，法人市民税における一部法人の事業年度変更に伴う増などにより，前年

度と比較して42億5000万円余の増（予算との比較では10億2000万円余の増）の総額486億円余

となりました。一般会計の実質収支は30億1000万円余であり（平成30年度実質収支38億2000万円

余），単年度収支はマイナスであったものの，市税の増収分等を財政調整基金に積立てたことから， 

実質単年度収支は5億2000万円余のプラスとなりました。 

この実質収支については，新型コロナウイルス感染症拡大に伴う市税等の減収への対応や，適切な

感染症対策の財源確保のため，基金積立てに優先的に財源配分することとします。 

このため，繰越金活用可能額から，国・都支出金等の過年度返還金見込額や，新型コロナウイルス

感染症対策のほか，市内事業者の受注機会確保や発注時期の平準化につなげる公共建築物維持保全工

事の前倒し想定分などを差し引いた全額を基金に積み立てます。その他の追加財政需要に対しては，

厳に抑制することとし，対応が必要な場合は，歳入確保・経費縮減の取組（歳入増額，歳出減額）や財

政調整基金からの繰入金等で対応します。 

※令和元年度寄附金の積み残し分

を含む 

令和元年度決算剰余金(単位：千円）

歳　　入 予算・決算額 歳　　出 予算・決算額
最終予算額 98,563,183 最終予算額 98,563,183

歳入決算額 97,770,890 歳出決算額 94,292,623
収入率 99.20% 執行率 95.67%

歳入比較額　a ▲ 792,293 歳出比較額　b 4,270,561
参考

3,478,268 標準財政規模

465,874 45,484,118

3,012,393 実質収支比率 6.6%

500,000 予算規模比率 3.1%

2,512,393 ※令和元年度 3,325,326

※平成30年度3,481,120

形式収支c(a+b)

繰越事業費充当繰越金ｄ
実質収支e(c-d)

2年度繰越金予算計上額ｆ

2年度実質活用可能額e-ｆ

2年度実質活用可能額Ｚ 2,512,393

単位：千円

特別会計繰入金 202,000 追加財政需要額 850,000

 国民健康保険事業会計 94,000 ＜支払内容＞

 介護保険事業会計（約30％想定） 100,000 国･都支出金等返還金 400,000

 後期高齢医療会計 8,000

合計　Ａ 202,000 合計　Ｂ 850,000

繰越金優先活用額

基金積立目途額 1,864,393 Ｚ+A-B

財政調整基金 1,000,000 令和2年度末想定46.6億円

公共施設整備基金 654,393 令和2年度末想定83.0億円※

都市基盤整備事業基金 160,000 令和2年度末想定14.1億円※

ふるさとのみどりと環境を守り育てる基金 50,000 令和2年度末想定15.3億円※

歳入補正見込み 歳出補正見込み

　市内事業者受注機会確保，

　コロナ関連等
450,000

参 考 



 

◆ 基 金（繰越金活用計画額を加算した令和２年度末残高見込み） 

1 基金の状況（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 基金の推移（単位：百万円） 

 

30年度

残高 積立 取崩し 残高 積立 取崩し 残高

合　　計 16,896 3,736 2,467 18,166 2,322 2,951 17,537

3,601 1,981 642 4,940 1,002 1,286 4,656

43 0.01 0 44 0.02 0 44

13,252 1,755 1,826 13,182 1,320 1,664 12,838

公共施設整備基金 7,882 993 700 8,175 806 677 8,304

都市基盤整備事業基金 2,091 270 623 1,739 173 500 1,412

井上欣一社会福祉事業基金 1,053 131 28 1,157 79 39 1,197

国際交流平和基金 104 0.04 8 96 0.1 9 87

子ども・若者基金 218 1 10 209 33 77 165

職員退職手当基金 75 0.02 0 75 0.02 0 76

ふるさとのみどりと環境を
守り育てる基金

1,829 360 457 1,731 160 362 1,529

新型コロナウイルス感染症
対策基金

69 0 69

※令和元年度までは決算額，令和２年度は見込額（繰越金活用計画額を加算，利子積立て含む）
※表示単位未満を四捨五入していますので，合計値と合わない場合があります。

特定目的基金

区　　分
元年度 2年度（見込み）

財政調整基金

減債基金

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

1,541 1,152 1,319 3,397 6,075 4,828 2,845 3,901 3,736 2,288

財政調整基金 1,006 444 572 1,501 1,119 478 1,038 632 1,981 1,002

2,166 2,489 2,004 1,687 1,737 2,045 1,767 4,408 2,467 2,951

財政調整基金 1,010 1,100 980 401 230 630 470 2,732 642 1,286

（当初予算分） (1,010) (1,100) (980) (374) (230) (630) (470) (1,332) (570) (600)

9,517 8,180 7,494 9,204 13,541 16,324 17,403 16,896 18,166 17,503

財政調整基金 4,360 3,704 3,297 4,396 5,286 5,133 5,701 3,601 4,940 4,656

区　分

積 立 額

繰 入 額

残 高

※令和元年度までは決算額，令和２年度は見込額（繰越金活用計画額を加算）
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単位：百万円基金残高等の推移積立額（左軸）

繰入額（左軸）

残高（右軸）


